
 

令和６年度 第１回浜松市こどもの権利に関する条例検討委員会 

 

 

日時： 令和 6 年 12 月 16 日（月） 

17:30～19:00 

場所： ザザシティ浜松中央館５階 

 大会議室 

 

 

次   第 

 

１  開会 

 

   ２  こども家庭部長あいさつ 

 

３  委員紹介 

 

４  委員長及び副委員長選任 

 

５  浜松市こどもの権利に関する条例の整備について         資料１ 

 

６  浜松市子ども育成条例                     資料２ 

 

 ７  意見交換 

  

８  閉会 

 

 

≪その他≫ 

 

こども基本法第３条（基本理念）                  参考資料１ 

 

静岡県作成リーフレット「子どもの権利ってなんだろう」       参考資料２ 

 

浜松市こどもの権利に関する条例検討委員会設置要綱         参考資料３ 

 



令和６年１０月１日現在

分野 所属団体 氏名

1
有識者

（大学教授）
聖隷クリストファー大学 藤田　美枝子

2
有識者

（弁護士）
リブラ綜合法律事務所 伊豆田　悦義

3
有識者

（医師）
メンタルクリニック・ダダ 大嶋　正浩

4 子育て関係者
認定特定非営利活動法人

はままつ子育てネットワークぴっぴ
原田　博子

5 子育て関係者 浜松市ＰＴＡ連絡協議会 有薗　亮太郎

6
人権・児童福祉

関係者
浜松市人権擁護委員連絡協議会 河合　洋子

7
人権・児童福祉

関係者
社会福祉法人和光会 徳田　義盛

8
人権・児童福祉

関係者
社会福祉法人小羊学園 雨宮　寛

9
人権・児童福祉

関係者
浜松民間保育園長会

(入野こども園)
中村　勝彦

10 教育関係者 浜松市立高校校長 草谷　篤

11 教育関係者
浜松市校長会
（北部中）

渡辺　博幸

12 教育関係者
浜松市校長会
（城北小）

土屋　憲司

13 行政 静岡地方法務局浜松支局 一條　典之

浜松市こどもの権利に関する条例検討委員会　委員名簿
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浜松市こどもの権利に関する条例の整備について 

 

１ 背景 

   昨今、児童虐待やヤングケアラーなど支援が必要な家庭が増加しているほか、いじめや不登

校の問題など、こどもの健全な育成や人格形成に影響を及ぼすことが危惧されている。 

こうした中、こども施策の推進にあたっては、市だけでなく、保護者、地域、学校をはじめ、

こどもに関わる全ての方がこどもの最善の利益を第一に考え、それぞれの役割を果たし、社会

全体でこどもの育ちを支えていくことが大切である。 

また、こどもの権利を広く市民に周知し、将来にわたって市と市民が一体となり、こどもを

大切にする姿勢をわかりやすく伝えることは大変意義がある。 

こうしたことから、昨年 4月に施行されたこども基本法の基本理念を踏まえ、改めてこども

が権利の主体であることを、こども自身も理解し、社会全体で共有を図るため、条例の整備に

取り組む。 

 

２ これまでの動き等 

・平成 22 年 4 月 「浜松市子ども育成条例」施行 

こどもが生き生きと輝き、子育てがしやすく楽しいと感じられる社会の実現を目指して制定。 

条例の基本理念には、「すべての子どもが人としての尊厳を有し、かけがえのない存在として

尊重されるとともに、子どもにとって最善の利益が考慮されること」と明記。 

 

・令和 5年 4月 「こども基本法」施行 

こども基本法の基本理念は、児童の権利に関する条約のいわゆる４原則「差別の禁止」「生命、

生存及び発達に対する権利」「児童の意見の尊重」「児童の最善の利益」の趣旨を踏まえて規

定され、こどもの権利を明確化。＜参考資料１･２＞ 

 ・令和 5月 12 月 「こども大綱」閣議決定 

  こども大綱では、こども施策に関する基本的な方針に「こども・若者を権利の主体として認識

し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障し、こども・若者の今とこれからの最善を図

る」と明記。 

 

 ・令和 7年 4月 「浜松市こども計画」施行（現在策定中） 

  現在策定中のこども計画案では、こども基本法の理念も踏まえ、施策の柱の１番目に「こども・

若者の権利に関する理解促進・普及啓発の推進」を掲げ、こどもの権利に関する条例の整備を

進めていくことなどを盛り込む予定。 

 

４ 当検討委員会での検討内容 ＜参考資料３＞ 

 ・条例の素案の検討 

 ・条例に係る調査研究 

・その他条例の素案等の検討に関し必要な事項 

 

５ 今後の予定 

  令和 8年度中の施行を目途に、浜松市におけるこどもの権利に関する条例の検討を進める。 

 

資料１ 
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＜参考＞ 

１ こどもの権利に関する条例制定済の自治体：69自治体（令和6年5月現在） 

                         出典：子どもの権利条約総合研究所調べ 

（１）政令市 5市 

 平成 13 年 4 月 川崎市  川崎市子どもの権利条例 

平成 21年 4 月 札幌市  札幌市子どもの最善の利益を実現するための条例 

平成 27年 4 月 相模原市 相模原市子どもの権利条例 

令和 02年 4 月 名古屋市 なごや子どもの権利条例（「なごや子ども条例」改正） 

令和 04年 4 月 新潟市  新潟市子ども条例 

（２）静岡県 2市 

令和 04年 4 月 富士市  富士市子どもの権利条例 

令和 06年 4 月 藤枝市  藤枝市こども基本条例 

※磐田市が令和 7年 4月施行に向け、現在検討中 

 

 

２ こどもの権利に関する現状 

（1）こどもの権利に関する意識や認知度 

ア．「こどもは権利の主体である」と思う人の割合 

 

出典 こども家庭庁「こども政策の推進に関する意識調査」 

 

 

イ．「こども政策に関して自身の意見が聞いてもらえている」と思う人の割合 

出典 こども家庭庁「こども政策の推進に関する意識調査」 
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ウ．「障害のあるこども・若者、発達に特性のあるこども・若者の地域社会への参加・包容    

（インクルージョン）が推進されている」と思う人の割合 

 

出典 こども家庭庁「こども政策の推進に関する意識調査」 

 

 

エ．児童の権利に関する条約の認知度 

 

出典「児童の権利に関する条約の認知度等調査及び同条約の普及啓発方法の検討のための調査研究」における調査結果 

 

 

オ．こども基本法の認知度 

 
出典「児童の権利に関する条約の認知度等調査及び同条約の普及啓発方法の検討のための調査研究」における調査結果 
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（２）浜松市のいじめ認知件数、児童虐待の件数 

ア．いじめ認知件数の推移 

 

 

 

 

出典 浜松市学校教育部指導課 

 

イ．児童虐待の件数 

（ア）児童虐待相談対応件数 

（イ）浜松市の社会的擁護のこどもの人数 

出典 浜松市こども家庭部児童相談所・子育て支援課 



  資料２

























 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども基本法 第３条 

解説 

１号から４号においては、「児童の権利に関する条約」のいわゆる４原則、「差別の禁止」、

「生命、生存及び発達に対する権利」、「児童の意見の尊重」、「児童の最善の利益」の趣旨を踏

まえ、規定されています。 

上記に加え、こどもの養育を担う大人や社会環境に係る規定として、５号ではこどもの養育

について、６号では子育てについて、それぞれ、定められています。  

 

１号は、日本国憲法第 11 条の基本的人権の保障、同第 13 条の個人の尊重、同第 14 条の法

の下の平等、さらには、児童の権利に関する条約第２条の差別の禁止の趣旨を踏まえて、規

定されています。 

２号は、児童の権利に関する条約第６条の「生命、生存及び発達に対する権利」の趣旨を踏

まえて、こどもの成長を支えることを定めたものです。 

３号は、児童の権利に関する条約第 12 条の児童の意見の尊重の趣旨を踏まえ、こども自身

に直接関係する全ての事項に関して、年齢や発達の程度に応じて、こどもの意見を表明する

機会と多様な社会的活動に参画する機会が確保されることを規定したものです。 

４号は、こども自身に直接関係する事項以外の事項であっても、こどもの意見が、 その年齢

及び発達の程度に応じて尊重され、その最善の利益が優先して考慮されることを規定したも

のです。 

５号は、児童の権利に関する条約の前文及び第18条の趣旨を踏まえ、父母その他の保護者

が第一義的責任を有するとの認識の下、子育てに対して社会全体として十分な支援を行う

ことを定めたものです。また、家庭での養育が困難なこどもに対して、その健やかな成長

のために同様の養育環境を確保することを定めたものです。 

６号は、子育てをする者、しようとする者が、家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜

びを実感できるよう、社会環境を整備することを示したものです。 

第三条 こども施策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

一 全てのこどもについて、個人として尊重され、その基本的人権が保障されるとともに、差

別的取扱いを受けることがないようにすること。 

二 全てのこどもについて、適切に養育されること、その生活を保障されること、愛され保護

されること、その健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉に係

る権利が等しく保障されるとともに、教育基本法（平成十八年法律第百二十号）の精神に

のっとり教育を受ける機会が等しく与えられること。 

三 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自己に直接関係する全ての事

項に関して意見を表明する機会及び多様な社会的活動に参画する機会が確保されること。 

四 全てのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最

善の利益が優先して考慮されること。 

五 こどもの養育については、家庭を基本として行われ、父母その他の保護者が第一義的責任

を有するとの認識の下、これらの者に対してこどもの養育に関し十分な支援を行うととも

に、家庭での養育が困難なこどもにはできる限り家庭と同様の養育環境を確保することに

より、こどもが心身ともに健やかに育成されるようにすること。 

六 家庭や子育てに夢を持ち、子育てに伴う喜びを実感できる社会環境を整備すること。 

 

参考資料１



参考資料２





浜松市こどもの権利に関する条例検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 こどもの権利に関する条例（以下「条例」という。）の整備について検討するにあ

たり、専門的な知見及び子育て関係者等の幅広い意見を反映させるため、浜松市こどもの

権利に関する条例検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１） 条例の素案の検討 

（２） 条例に係る調査研究 

（３） その他条例の素案等の検討に関し必要な事項 

 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者の中から市長が委嘱する委員をもって組織する。 

（１）有識者  

（２）子育て関係者  

（３）人権・児童福祉関係者  

（４）教育関係者  

（５）その他市長が必要と認める者  

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から委員会の所掌事項が終了した日までとする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長各 1人を置く。 

２ 委員長は委員の互選によりこれを定め、副委員長は委員長が指名する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 委員長は、委員会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 会議は、過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

４ 会議は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴くこ

とができる。 

参考資料３



 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、こども家庭部こども若者政策課において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 

 


